
 第３号様式（第６条第１項関係） 

市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告部課      

令和４年２月８日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

令和4年2月8日（火）午後2時～ 本庁舎4階大委員会室 

２ 出席者 

企画政策課 池内課長、武藤主査、多納主任主事、中村主事補 

健康課   佐藤課長、高瀬主査、戸田主任保健師 

都市計画課 小島課長、冨澤主査 

３ 件名 

令和4年度当初から新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用して実施

する事業について 

４ 会議結果 

■ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

①集団検（健）診の実施に伴う予約代行業務について 

・コールセンターの委託期間、実施場所をどう考えているか。 

→７、８月の２か月間で今年度と同じ部屋を使用し、コロナワクチンのコールセンター

を委託している業者に委託予定。 

 

②白井市地域公共交通支援金について 

・本事業の実施時期は、いつ頃になるのか。 

→昨年の秋以降、感染者は減少傾向であったが、令和４年１月初旬より全国的に新型コ

ロナ感染者が増え始め、千葉県でも、当市を含め県内全域に１月２１日から「まん延

防止等重点措置」が発令されており、市民の経済活動の自粛等は収益の減少につなが

り公共交通の維持が出来なくなる恐れがあるため、令和４年度に速やかに支援を行い

たい。 

・近隣市の支援実施状況はどうか。 

→近隣市では、令和３年度に行った支援をベースに制度設計中で、令和４年度に実施す

る予定であると聞いている。また、別の市では、近隣市の状況を注視しているとのこ

とであった。 

 

（指示） 

・「①集団検（健）診の実施に伴う予約代行業務」について、会計年度任用職員の勤務

は、繁忙期等を考慮し、出勤日数等の調整を行うこと。 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を要
する事項）

部内会議や関
係課等との調
整結果（主な意
見・懸案事項）

□ □ □ ■ （

その他年代 場所 目的 手段全ての年代 その他

参考情報

市内全域カテゴリー

部課名 企画財政部　企画政策課

付議事案

令和4年度当初から新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用して
実施する事業について

　市では、令和2年度から引き続き新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付
金（以下、「交付金」という）を活用し、感染拡大防止に係る事業や、感染拡大の影響
により経済的負担が増加している市民等への支援に係る事業、「新しい生活様式」や
ポストコロナを見据えた事業を実施している。
　令和3年12月27日には、国の令和3年度補正により新たに市の限度額が示され、市
では令和3年度補正予算における学校・福祉施設等ＰＣＲ検査、子育て世帯への臨
時特別給付金（拡大給付）のほか、令和4年度当初予算計上事業に活用することとし
た。
　さらには、長引くコロナ禍に加え、オミクロン株による感染再拡大による影響を市民
や事業者が受け続けていることから、ワクチン接種の状況や市議会からの提案などを
踏まえた上で、令和4年度当初からの速やかな着手が必要な施策を見極め、対応す
る必要がある。

交付金（令和4年度可能額32,438千円）を活用し、令和4年度当初から着手す
る必要がある市民や事業者への支援策を展開する。

以下の事業を新たに実施する。
【付議事業】
①集団検（健）診の実施に伴う予約代行業務　3,097千円（詳細は別紙）
②白井市地域公共交通支援金                      3,920千円（詳細は別紙）

議員全員協議会 まで）

有 各事業による

有 有

令和 4 2 8

付議書（行政経営戦略会議）

各事業による

無 報道発表スケジュール

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

議会説明 議員全員協議会(R4年3月) 広報・ＨＰ等

市民参加

交付金を活用して行う事業について

予算措置については、令和４年第１回市議会定例会に追加で補正予算を提出する予
定であるため、決定後、速やかに準備を進める必要がある。

令和４年３月　令和４年第１回市議会定例会最終日に補正予算案追加提出
補正予算議決後、順次事業に着手

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

付議書公表

関係法令等

関係課

7,017 千円

健康課、都市計画課

（うち特定財源 7,017 千円）事業費
（概算）



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を要
する事項）

部内会議や関
係課等との調
整結果（主な意
見・懸案事項）

□ □ □ ■ （

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課

各種健（検）診の実施に係るコールセンターの設置及び予約代行委託の実施について

Ｒ４．  ４月　　　 コールセンター、電話回線増設契約
Ｒ４．  ７月　　　 集団健（検）診予約開始、集団健（検）診開始
Ｒ４．１２月　　 　集団健（検）診予約終了、集団健（検）診終了

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

スケジュール

がん対策基本法、健康増進法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する
法律

保険年金課

3,097 千円 （うち特定財源 3,097 千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

議会説明 議員全員協議会（Ｒ４．３月） 広報・ＨＰ等 有
対象者への健（検）診案内
通知

無 報道発表

令和 4 2 8

付議書（行政経営戦略会議）

その他

参考情報

市内全域カテゴリー

部課名 健康子ども部健康課

付議事案

集団健（検）診の実施に伴うコールセンター（予約代行業務）について

　 令和３年度の胃がん、乳がん、子宮頸がん等のがん検診、健康診査（特定・後期高齢者）の
実施に際しては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、市民の安心、安全の確保を
最優先課題とし、健（検）診受診時の感染防止の観点から、集団健（検）診については人数を
制限した予約制とし、その予約を市民の利便性の向上と効率的な受付業務の実施を目途に、
コールセンターによる予約代行業務とした。
　結果は、一時、電話が殺到し、繋がらない等の状況が発生したものの、概ねスムーズに対象
者の予約を達成するとともに、受診時のコロナウイルスへの感染を防ぐことができた。
　現在、オミクロン株の急拡大を受け、市内のコロナウイルスへの感染が拡大している中、引き
続き、市民の安心・安全を確保し、健（検）診業務を実施する必要があることから、令和4年度も
令和3年度同様に、各種健（検）診の集団健（検）診については、人数を制限した予約制とし、
予約についてはコールセンターによる予約代行業務としたい。

市民のコロナウイルスへの感染防止を最優先とし、各種健（検）診を実施すること。

　各種健(検）診の実施にあたり、集団健（検）診について、人数を制限した予約制とし、
当該予約をコールセンターの設置による予約代行委託とする。なお。コールセンターの
設置は、予約が殺到する7月から8月の２か月間とし、他の期間は、会計年度任用職員の
雇用により対応することとする。

議員全員協議会 まで）

無

有

年代 場所 目的 手段成人 健康・福祉



       集団健（検）診における予約対応業務について 

 

１．令和 3 年度集団健（検）診予約システム対応内訳：延数（割合％） 

 受診
者数

予約システ
ム登録数 

コールセンター 職員 市民 

特定健診 2,630 2,843 1,757（61.8％） 153（5.4％） 933（32.8％）

後期高齢者健診 1,330 1,484 1,063（71.6％） 132（8.9％）  289（19.5％）

胃がん 2,723 3,251 1,894（58.3％）  166（5.1％） 1,191（36.6％）

乳がん 1,558 1,874 965（51.5％）  46（2.5％）  863（46.0％）

子宮頸がん 1,274 1,592 828（52.0％）  35（2.2％）  729（45.8％）

合計 9,515 11,044 6,507（58.9％）  532（4.8％） 4,005（36.3％）

 ※予約システム登録数は、予約のキャンセルや変更等の件数も含まれる。 

 

２．令和 4 年度のスケジュール 

 特定健診・後期
高齢者健診 

胃がん検診 
乳がん・子宮頚

がん検診 
会計年度 
任用職員 

その他 

4 月 
問診票等データ渡

し 

   コールセンター 

電話増設契約 

5 月 
  問診票等データ

渡し 

  

6 月 
問診票発送 問診票等データ

渡し 

 2 名雇用 

（下旬） 

 

下旬より履行 

7 月 
予約開始 

21 日より健診予定

 問診票発送 

予約開始 

窓口・電話予

約対応 

予約対応(コー
ルセンター) 

8 月 
（16 日間） 問診票発送 

予約開始 

24 日より検診予

定（6 日間） 

  

9 月 
 

 

8日より検診予定

(11 日間) 

 電話予約  

10 月 
9 月下旬から 14 日

間健診予定 

    

11 月  11 日間検診予定    

12 月 
  6 日間検診予定   

 

３．事業内容 

  ・コールセンターで電話回線 2回線を 2か月間設け、予約制の集団健（検）診の予約登録を代行 

   ・会計年度任用職員による窓口、電話対応及び 9 月から専用電話による予約対応 

 

４．事業費 

  総事業費 3,097,000 円 

   ・委託料 2,845,000 円  

   ・役務費（通信運搬費） 22,200 円 

   ・工事請負費 230,000 円 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や
関係課等と
の調整結果
（主な意見・
懸案事項）

□ □ □ ■ （

　支援金支給の範囲及び支援金額

令和 4 2 8

付議書（行政経営戦略会議）

部課名 都市計画課交通政策班

白井市地域公共交通支援金

 新型コロナウイルス感染症の収束が見込めない中で、人流抑制や就労形態の変化による
「新しい生活様式」の実践等によって市民の生活に変化があります。
 利用者の減少などにより公共交通事業者においては、コロナ感染症の拡大に起因する市
民の経済活動の自粛等は収益の減少につながり公共交通の維持が出来なくなる恐れがあ
ります。また、令和４年１月初旬より全国的に新型コロナ感染者が増え始め、千葉県でも、
当市を含め県内全域に1月２１日から「まん延防止等重点措置」が発令されており、支援の
必要性は高いものと考えます。
　なお、昨今の原油価格の高騰により車両運行の経費ついても負荷がかかっています。公
共交通はその性質から運賃の変更を行うには、運輸局への認可が必要で変更に時間を要
しすぐに転嫁できません。
 地域公共交通は、市民の「くらしの足」のために事業を継続する必要があることから、市で
は、令和２年度にバス及びタクシー事業者へ令和３年度にはバス事業者に対し支援金を
支出してきました。

付議事案

　新型コロナウイルス感染症の拡大による市民生活の変化に伴い、利用者
の減少など影響を受けている市内を運行する公共交通事業者に対し支援
を行うことで、本市における地域公共交通を維持し安定的な運行及び市民
の日常的な移動手段を確保する。

　支援金を支給する。（令和２．３年度に支援金の支給実績あり）
①路線バス事業者：市内に停留所を有する路線の数　7×　４０万円
②タクシー事業者：保有車両（旅客営業車両に限る）の数　×　４万円
　※ユニバーサルデザイン車両については６万円
（バス７路線　UDタクシー12台　普通タクシー10台）

　公共交通は、市内における重要な交通資源であり、コロナ渦により厳しい経営状況にあ
るため事業継続の支援が必要である。
　市内公共交通の状況では、令和３年１月に路線バスの減便（西白井線）が発生している。
長引くコロナの影響による利用者の減少も原因となり事業存続のため社内路線の整理を
おこなったものである。
　令和４年１月１１日付けで関東運輸局、１月１７日付けで（一社）県タクシー協会より、地方
創生臨時交付金を活用した支援の協力及び要望書が上がっている。

スケジュール

予算の確保後、すみやかに交付要綱の改正をおこない事業着手する。

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

条例規則 無 報道発表 有 プレスリリース（R4.4月）

広報・HP有

市民参加 無

時限非 議員全員協議会 まで）

全ての年代 場所

議会説明 有 議員全員協議会（R4.3月）

付議書公表 公開 非公開 部分非

市内全域

広報・ＨＰ等

目的 都市・交通 手段

参考情報

関係法令等

関係課

事業費 3920 千円 （うち特定財源

補助

3920 千円）

カテゴリー 年代










